
本日は、エンドユーザーと日々対面する我々小売店の立場から様々な課題についてお話致し

たい。

1．鮮魚小売業の特徴

鮮魚小売業の特徴は、第1に、単なる小売ではなく「製造販売業」である。即ち、

①仕入れは売れた分の追加発注のみでは成立せず、日々相場も変動するので毎日の仕入活動が

必要。

②商品づくりには基本的に加工が伴う。かつ調理加工の種類は多岐に亘る。

③最寄品でありながら高度な販売技術が求められ、顧客に商品説明をしながら本日のお勧め品

をアピールし、顧客の要望に応じた加工をしなければならない。まして最近は魚を家庭で調理

する機会も減少しているので、調理加工は徹底しなければならない。

④販売後の作業（片付け、清掃など）が他業種・他業態より多い。

⑤魚は時間単位で鮮度管理する必要があるなど、他商品に比べ鮮度管理の重要性が高い。

第2に、鮮魚小売業は労働集約型・人材依存型の業種である。即ち、

①人員的に他業種に比べ多人数を要する。

②商人的能力と調理・加工などの面で職人的能力が求められる。従って、

③人材育成に時間が掛かる。

④長時間労働となり易いため分業が必要。これが後継者不足の大きな要因にもなっている。

第3に、小売業の中でも企業化が最も困難な業種である。即ち、

①上記1、2により企業化の事例が少ない。

②業種として長い歴史を持つにも関わらず上場会社が少なく、鮮魚小売としては2社に止まっ

ている。小売業でも後発であるにも関わらず数多く株式上場を果たしているGMS（General

Merchandise Store；総合スーパー）、SM（スーパーマーケット）、コンビニ、ドラッグスト

ア、ホームセンターとは対照的である。

③ビッグカンパニーが存在せず、売上高が100億円以上の企業が5社程度しか存在しない。
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2．小売業界の現状＜資料1＞

①食用魚介類の国内消費量は平成16年までの10年間で約10％減少。

②鮮魚小売高（SM含む）でも平成14年までの8年間で約13％減少。

③鮮魚小売業（SM除く）の事業所数は平成16年までの10年間で約35％減少、20年間では約

51％減少。販売額でも10年間で約40％、20年間で約37％減少。平成16年の販売額は9,486

億円と1兆円を割り込んでいる。

④消費者の大半は食品SM、GMS、生協などの量販店（78％）で購入。

⑤GMS、食品SMの鮮魚売り場は約9割が赤字（坪当たり平均▲4千円）。

GMS、食品SMはチェーン展開の関係上標準化を図る必要性から、鮮度管理・取扱いがし易

い、ロスの少ない品揃えをしており、生魚比率が低い。このため、消費者の満足度は決して高

くはないものの、8割の消費者は量販店で魚を購入しているのが現状。

⑥鮮魚を含む食に対する競合が激化。

大型スーパー、食品SMの増加に加え、あらゆる業態で集客のため食品を拡販（コンビニ、

100円ショップ、ドラッグストア、ホームセンター）。また、外食・中食の増加も競合激化に

繋がっているが、それ以上に、産直のインターネット販売が急速に売り上げを伸ばしているこ

とが更なる競合激化に拍車を掛けている。

3．鮮魚に対する消費者の変化＜資料2＞

第1に、顧客ニーズの二極化が起きている。年配層は購入基準に本物・高級志向が強いが、

若年層の場合、価格志向が強い。

第2に、家庭内調理を敬遠する層が増加している。これは、家庭内での調理がしにくくなっ

ていることも影響している。30代主婦を対象とした調査では、ゴミの回収頻度の減少から生

ゴミの始末に困ること、調理する際のニオイが嫌だ、魚の下ろし方が分からないなどの声が聞

かれる。

第3に、食料品の購入を手早く済ます傾向が進んでおり、ワンストップショッピング、ショ

ートタイムショッピングが一般化しつつある。ある調査では、食料品購入に掛ける時間が30

分以内と答えた顧客が57％に上ることが分かっている。

第4に、食の安全、表示に関心を持つ消費者が増加している。ある調査では、魚介類の安全

性について約8割が気にするようになったと答えている。
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4．魚力の鮮魚流通改革への取り組み

当社の流通改革に向けた取り組みとして、

①海産流通の企業化に向けての着実な取り組み

②仕入れの革新（買参権取得、グローバルな仕入れルートの開拓、バイヤー制の導入など）

③強い販売力獲得への取り組み（当日仕入れ・当日売り切り、豊富なアイテム数、坪当たり生

産性向上の取り組み＜対面販売コーナーとセルフ販売の効率的組み合わせ＞）

④顧客ニーズを捉えたビジネス展開（少量パック、加工サービス、飲食店展開、イートイン併

設）

⑤バックで支える仕組み（仕入れ・販売各部門の連動体制確立、事業センターの活用）

⑥安心・安全を重視した仕組みづくり（HACCP〔Hazard Analysis Critical Control Point；危

害分析重要管理点〕対応のセンター設置、オゾン水使用・オゾンガス消毒、エコへの取り組み）

などに取り組んでいる。

5．最近の当社の営業動向

当社を取り巻く営業環境は以下の通り。

第1に、既存店舗の売上高は前年割れが続いている。この背景には、原産地、消費期限など

の表示問題が大きく尾を引いている。

第2に、買上客数と一客当り買上単価ともに減少傾向にある。オーバーストアが背景にある。

第3に、魚価の低価格傾向が長く続いている。もっとも、最近は単価も持ち直しつつある。

第4に、買上点数は回復傾向にある。

なお、特記事項（次頁参照）にもある通り、「容器リサイクル法」施行後、包装資材の負担

増が重く圧し掛かっている。当社の場合、再商品化委託料金として平成18年に2千万円を計

上しているが、その算定根拠となる再商品化義務量算定係数の算定方法に明確な基準はなく、

それほどトレー数が増えている訳でもないのに費用だけが嵩む状況にある。また、算定根拠が

はっきりしないことを理由に、再商品化委託料金を支払っていない先もあるようである。当社

ではコンプライアンスの観点から支払いをしているが、明確な算定基準の提示などの改善を望

む。
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※特記事項

販売付帯業務としての箱及び包装資材（パック）の負担増

1 ） 包装資材については、容器リサイクル法の施行以来、負担の増加が続く

当社 再商品化委託料金の推移

使用量の増加よりトレー1枚の重量が若干増加している。再商品化義務量算定係数が
毎年高くなっている為料金が増加している。明解な算定基礎の提示を望む。

2 ） 発泡スチロール処理に関しては、当社は自社でリサイクルを実施
毎年平均350トンを処理（平成16年に発泡リサイクル再資源化協会より表彰）
築地等の市場（いちば）を除き民間企業でイトーヨーカドーに次ぎ2番目の量

しかしながら、店舗での使用後の片付け、保管場所の確保、運搬時にかさばる為、

多大なコスト負担を強いられる→新たな流通手段の開発を切望

6．今後の課題

最後に、今後の課題について私見を述べたい。

第1に、消費者中心の考え方に転換する必要がある。

日々変わり行く消費者・生活者のニーズ変化に対応する必要がある。具体的には、

①我々の業界は長い間生産者中心の考え方が根強くあったが、あくまで消費者の満足が得られ

るような発想に転換する必要がある。また、

②我々の競争相手は「魚」のみではなく「全ての食」が競争相手であるとの認識を持つ必要が

ある。ある調査によると、夕食に魚介類を食べる頻度はどのくらいか尋ねたところ、「週1・2

日」と答えた消費者が全体の53％に上っているが、その理由として「肉より割高だから」と

答えた人が全体の4割を占めている。日本でさえ、魚が割高だと感じる人が如何に多いかが分

かってもらえよう。さらに、

③生産者から消費者までの一貫した仕組みづくりが急務である。21世紀の食のキーワードは
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「安全・安心」であり、この点が消費者の関心が最も高くもあるので、消費者が受け入れてく

れるような仕組みづくりを早急に行なう必要がある。

第2に、安全宣言ができる生産から最終消費までの体制づくりがある。

安全性や正しい表示を意識する消費者が近年顕著に増えており、我々としてはこうした消費

者ニーズに応えていくことは絶対必要条件であると考えている。流通過程の一箇所で誤ると最

終消費の段階まで誤った表示となってしまうため、各段階でしっかり管理する必要がある。

第3に、国際的な需給構造変化への対応がある。

世界的に魚食ブームが沸き起こっているが、今後更に魚食需要が高まることが予想される。

こうした世界的魚食需要の盛り上がりを背景に原価上昇が続けば売価も上げざるをえないが、

そうした中でも、如何に適価で消費者に魚介類を提供できるかが我々小売業の使命と考えてい

る。

第4に、魚食文化を絶えさせない教育・普及活動がある。

これは前述の指摘の中でも極めて重要な点であると考えている。調理しない・できない主婦

が増えているが、私共がデベロッパーに厨房施設を備えた料理教室の設置を要望しているの

は、若者を中心にこうした料理教室に関心が高いことが背景にある。実際に産経リビングに頼

まれて料理教室の広告を打ったところ、30名の募集に対して100名以上の応募者が殺到してい

ることにも現れているように、消費者は魚料理に興味を持っているのであり、こうした料理教

室は今後も継続して取り組んで行くのが当社の使命と考えている。

第5に、鮮魚の生産から消費までの流通過程におけるメリハリのある適正な援助と競争原理

の導入がある。

これは緊急提言でも触れられているが、生産部門に対する国家的支援、企業では対応できな

い物流・安全性確保への支援、流通段階での適正競争による質・サービスの向上が求められ

る。

第6に、流通やエコ対策に関して国全体でコスト軽減できる体制づくりがある。

安全・安心な共同物流の構築、反復使用可能で鮮度を保持でき、衛生面でも適正・コンパク

トな通函の開発、業界全体で取り組むべきエコ対策（アラ資源、包装資材）が求められている。

私からの報告は以上である。

（2007年2月8日　第6回委員会）
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＜資料１＞ 

小売業界の現状 

①全国の食用魚介類の国内消費量は平成 16 年迄の 10 年間で約 10 ％減少 

6年 12 13 14 15 16（概算） 増減率（％）   16/6比 

食　用 8,874 8,529 8,806 8,592 8,202 8,005 △9.8 

魚介類の食用国内消費量 （単位：千トン） 

資料：農林水産省「食料需給表」 

②鮮魚小売高（SM等含む合計）は平成 14 年迄の 8 年間で13 ％減少 

平成 6 年 　　平成14年 　　　　平成 14／6 年比 

3 兆6,616億円 3 兆 1,922 億円              △ 12.8％  
資料：商業統計品目編 

③鮮魚小売業（SM等除く）の事業所数減少、平成 16 年迄の10年で35％減 20 年で半分以下 

平成16年 平成 6 年比 昭和60年比 

資料：商業統計（別添資料1） 

事業所数 23,021店    △ 34.1% 　△ 51.6%
販売額 　　948,634百万円    △ 39.9% 　△ 37.1%

④消費者の大半は魚介類を総合的な食料品取扱売場で購入 

購入する店舗 
食品スーパー 　42.6％ 
総合スーパー 　25.0％　78.2％ 
生協 　　　　  10.6％ 

資料：平成15年度　農林水産省食料品消費モニター第3回定期調査（別添資料 2 - ①） 

⑤総合スーパー・食品ＳＭの鮮魚売場は大半が赤字 

・総合スーパー・食品ＳＭの鮮魚売場は、鮮度管理・取り扱い易い・ロスが少ない 
   などの理由から生魚の比率が少なく、消費者の満足度は低い 

鮮魚専門店               250～300アイテム　   生魚の比率50％ 
スーパーマーケット  150～180アイテム　   生魚の比率30％ 

・しかし、「魚」の判る消費者の減少から、消費者の購入場所での割合は伸長 
・一方、その営業利益高は大半が赤字となっている 

坪当たり平均　△ 4 千円（最大△ 85万円） 
資料：日本リテイリングセンター（別添資料 3 ） 

⑥鮮魚を含む食に関する競合は激化 

・大型スーパー・食品ＳＭの増加に加え、あらゆる業態で集客の為に食品を販売 
（コンビニエンスストア・100円ショップ・ドラッグストア・ホームセンター） 

・外食・中食店の増加に加え、多様な販売形態の進捗 
（インターネット通販・インターネット申込み店頭受け取り等） 

※小売の競合激化の資料（別添資料 2 - ②） 
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＜資料２＞ 

鮮魚に対する消費者の変化 

①顧客ニーズの二極化現象 

年配層　：　本物志向　　高級化志向 
若年層　：　価格志向 
若年層の購入基準は価格中心に移行 

鮮魚を購入する店を１店に決めている理由 
新鮮 品質 価格 
53.2
63.3
30.8

24.7
13.3
30.8

46.8
53.3
38.5

計 
50歳代 
20歳代 

資料 : 平成15年度　農林水産省食料品消費モニター第3回定期調査（別添資料4-①） 

②家庭内調理を嫌がる層が増加 

魚の調理が出来ない、やりたくない 
生ゴミの始末に困る（地方自治体での回収回数の減少） 
調理する時のにおいが嫌い 
おろし方がわからない  46.9％　料理が面倒 37.6％ 
魚のにおいを残したくない 31.8％ 後片付け面倒 45.5％ 
魚が気持ち悪い（内臓）     27.0％ 

資料：平成18年の30代主婦調査（農林漁業金融公庫） 

③食料品の購入を手早くすます傾向が進捗 

ワン・ストップ・ショッピング、ショートタイム・ショッピング 

食料品購入にかける時間 15分以内   7.1％ 
15～30分 49.3％   
30～45分 30.7％ 

鮮魚購入は2店以内に決めているが過半数 
1 店              18.4％ 
2 店              35.3％     
3 店以上            21.3％ 
決めていない     24.4％ 

57.2％ 

53.7％ 

資料：平成15年度　農林水産省食料品消費モニター第3回定期調査 

④「食の安全」「表示」に関心を持つ消費者が増加 
（単位：％） 

以前より気にす 
るようになった 変わらない 以前よりも気に 

しなくなった 
以前から気に 
したことがない わからない 

鮮度・消費期限 

安全性 

産地 

価格の安さ 

50.7                 43.0                0.5                3.2               2.6

59.9                 33.0                0.7                3.5               2.9

44.9                 44.7                1.2                6.5               2.8

27.6                 60.6                3.1                5.8               2.9

魚介類の安全性 
とても意識している やや意識している         あまり意識していない 全く意識していない      わからない 

41.4                 39.1              13.3                2.2               4.0

資料：東京都「食品の購買意識に関する世論調査」（2004年11月から12月） 

食  

料  

品 
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30
 3
38
 

29
 8
78
 

25
 4
85
 

23
 0
21

5 
29
2 

5 
71
6 

5 
57
9 

6 
29
0 

6 
47
9 

( 6
 4
79
) 

6 
48
7 

6 
02
0 

6 
14
4 

5 
46
3 

5 
10
4

51
 2
82
 

47
 4
17
 

41
 0
59
 

37
 9
12
 

34
 7
25
 

( 3
4 
72
5)
 

28
 4
48
 

24
 3
18
 

23
 7
34
 

20
 0
22
 

17
 9
17

15
4 
07
1 

14
5 
23
1 

13
2 
19
2 

13
0 
99
8 

11
8 
23
3 

( 1
18
 2
33
) 

10
6 
89
1 

95
 2
69
 

95
 7
49
 

87
 0
46
 

79
 1
47

1 
33
9 
86
6 

1 
52
4 
15
5 

1 
50
8 
50
6 

1 
58
0 
71
7 

1 
65
7 
89
1 

( 1
 6
57
 8
91
) 

1 
57
8 
24
7 

1 
37
6 
47
8 

1 
32
6 
93
0 

1 
07
8 
87
2 

   
94
8 
63
4

29
 9
93
 

30
 2
14
 

27
 8
42
 

31
 2
26
 

32
 5
79
 

( 3
2 
57
9)
 

30
 8
83
 

25
 8
88
 

   
   
   
- 

21
 9
35
 

   
   
   
-

1 
72
3 
23
2 

1 
69
8 
11
9 

1 
49
2 
76
2 

1 
52
5 
34
0 

1 
46
9 
23
6 

(1
 4
69
 2
36
) 

1 
38
0 
98
7 

1 
24
3 
10
5 

1 
20
8 
66
4 

1 
09
7 
26
4 

1 
01
0 
80
1

19
79
 

19
82
 

19
85
 

19
88
 

19
91
 

 19
94
 

19
97
 

19
99
 

20
02
 

20
04

  計
 

To
ta
l

   
  法
人
 

In
co
rp
or
at
ed

  個
人
 

In
di
vi
du
al

従
業
者
数
 

 N
um
be
r o
f 

em
pl
oy
ee
s

年
間
商
品
 

 販
売
額
 

A
nn
ua
l s
al
es
 

of
 g
oo
ds
 

(M
illi
on
 y
en
)

商
品
手
持
額
 

Va
lu
e 
of
 

go
od
s 

in
 s
to
ck
 

(M
illi
on
 y
en
)

売
場
面
積
 

S
al
es
 fl
oo
r 

sp
ac
e 

( m
2  )

Y
ea
r

鮮
魚
小
売
業
 

FR
ES
H
 F
IS
H
 S
TO
R
ES

資
料
：
商
業
統
計
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＜
別
添
資
料
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①
鮮
魚
を
購
入
す
る
際
、
最
も
よ
く
利
用
す
る
の
は
ど
の
タ
イ
プ
の
店
か
 

n

     一 般 小 売 店  

　 （ 専 門 店 ）  

     一 般 小 売 店  

　 （ 総 合 店 ）  

総 合 ス ー パ ー  

食 品 ス ー パ ー  

コ ン ビ ニ エ ン ス  

ス ト ア  

生 協  

農 協  

デ パ ー ト  

小 売 市 場  

そ の 他  

無 回 答  

食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
計
 

年
 
代
 
別
 2
0
歳
代
 

3
0
歳
代
 

4
0
歳
代
 

5
0
歳
代
 

6
0
歳
以
上
 

1
,0
1
0
 

  
 7
2
 

  
2
3
0
 

  
2
4
7
 

  
2
2
0
 

  
2
4
1

1
2
.3
 

1
1
.1
 

 7
.4
 

1
0
.9
 

1
5
.9
 

1
5
.4

2
.8
 

1
.4
 

2
.2
 

3
.2
 

2
.3
 

3
.7

2
5
.0
 

3
6
.1
 

2
7
.0
 

2
4
.7
 

2
3
.6
 

2
1
.2

4
2
.6
 

4
1
.7
 

4
7
.0
 

4
1
.3
 

3
9
.1
 

4
3
.2

0
.2
 

　
- 
0
.4
 

0
.4
 

　
- 
　
-

1
0
.6
 

 8
.3
 

1
0
.4
 

1
3
.4
 

1
2
.7
 

 6
.6

0
.5
 

　
- 
0
.4
 

0
.4
 

0
.5
 

0
.8

2
.7
 

　
- 
1
.7
 

1
.2
 

4
.1
 

4
.6

2
.4
 

　
- 
2
.2
 

3
.2
 

1
.4
 

3
.3

0
.7
 

1
.4
 

0
.4
 

0
.8
 

0
.5
 

0
.8

0
.4
 

　
- 
0
.9
 

0
.4
 

　
- 
0
.4

②
-1
　
日
本
の
商
業
に
お
け
る
売
場
販
売
効
率
の
最
盛
期
と
の
比
較
 

②
-2
　
日
本
の
ビ
ッ
グ
ス
ト
ア
1
店
当
り
の
商
圏
人
口
数
 

1
坪
当
た
り
年
商
 

（
単
位
：
万
円
）
 

食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
計
 

n
=
1
,0
1
0

業
態
 

食
品
Ｓ
Ｍ
 

総
合
Ｓ
Ｍ
 

百
貨
店
 

ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
 

ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
 

衣
料
ス
ー
パ
ー
 

2
0
0
6
年
 

2
8
5
 

1
5
6
 

3
4
3
 

1
8
4
 

1
0
0
 

1
0
7

最
盛
期
比
 

△
4
3
％
 

△
5
3
％
 

△
2
9
％
 

△
6
8
％
 

△
6
4
％
 

△
5
3
％
 

最
盛
期
 

時
期
 

1
9
8
5
 

1
9
8
5
 

1
9
9
0
 

1
9
9
0
 

1
9
9
0
 

1
9
9
0

年
商
 

5
0
4
 

3
3
1
 

4
8
1
 

5
8
3
 

2
7
6
 

2
2
5

（
単
位
：
万
人
）
 

業
態
 

商
圏
人
口
数
 

必
要
商
圏
人
口
数
 

食
品
Ｓ
Ｍ
 

ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
 

カ
ジ
ュ
ア
ル
衣
料
 

ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
 

家
電
量
販
店
 

ワ
ン
プ
ラ
イ
ス
ス
ト
ア
 

(1
0
0
円
シ
ョ
ッ
プ
）
 

衣
料
ス
ー
パ
ー
 

1
.1

1
.6
 

2
.5
 

3
.7
 

5
.5
 

  5
.8

8
.9

1
.5
(2
0
0
～
3
0
0
坪
以
下
）
 

3
(4
0
0
坪
超
）
 4
 

7
 

1
0
 

1
5

2
～
5 7

日
本
の
総
人
口
か
ら
換
算
し
た
ビ
ッ
グ
ス
ト
ア
1
店
当
り
の
人
口
数
 

資
料
：
日
本
リ
テ
イ
リ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
 

(％
)
6
0

4
0

2
0 0

1
2
.3

2
.8

2
5
.0

4
2
.6

0
.2

1
0
.6

0
.5

2
.7

2
.4

0
.7

0
.4
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食
品
Ｓ
Ｍ
部
門
別
管
理
総
括
表
 

イ
 

ロ
 

ハ
 

ニ
 

ホ
 

ヘ
 

ト
 

チ
 

 

13
.4
 

10
.1
 

10
.8
 

20
.0
 

 6
.9
 

32
.8
 

 6
.0
 

10
0

 4
7 

 2
4 

 2
9 

 6
7 

 1
4 

16
1 

 5
3 

39
3 

 9
1 

 4
3 

 5
0 

17
8 

 3
5 

52
5 

28
0 

92
0 

 1
7   6
 

  7
 

 2
7   4
 

 5
2   2
 

15
7 

13
.0
 

 6
.5
 

 8
.0
 

16
.9
 

 3
.9
 

39
.7
 

12
.0
 

 1
00
 13
.5
 

12
.5
 

11
.9
 

20
.4
 

10
.8
 

25
.7
 

 5
.2
 

 1
00
 

25
1 

20
7 

22
0 

12
9 

17
7 

 2
7 

 1
0 

 4
2 

58
5 

72
1 

66
0 

25
9 

37
4 

 5
6 

 1
8 

 6
1 

 7
1 

 5
8 

 7
0 

 6
9 

 4
4 

 1
0   3
 

 3
0 

21
.4
 

26
.3
 

23
.8
 

21
.7
 

34
.2
 

16
.1
 

19
.0
 

21
.4
 26
.3
 

30
.3
 

31
.5
 

29
.3
 

48
.5
 

20
.0
 

24
.6
 

25
.3
 16
.2
 

21
.0
 

16
.3
 

14
.1
 

24
.1
 

12
.1
 

13
.8
 

15
.5
  5
.8
 

 4
.9
 

 8
.3
 

 3
.4
 

 8
.0
 

 1
.4
 

 6
.0
 

 4
.3
 

 9
.6
 

11
.1
 

18
.3
 

 4
.9
 

16
.2
 

 2
.0
 

31
.1
 

15
.6
  2
.7
 

 0
.2
 

 1
.6
 

 1
.4
 

 2
.7
 

 0
.3
 

   
0 

 0
.9
 

   
2 

   
3 

   
2 

   
5 

   
3 

  1
4 

  2
4 

   
9 

   
5 

   
9 

   
5 

  2
5 

  1
0 

  4
3 

  8
9 

  2
7  

 0
.4
 

 0
.4
 

 0
.4
 

   
1 

   
1 

   
8 

   
6 

   
5 

42
4 

67
0 

54
0 

47
5 

80
1 

33
3 

23
8 

38
8 

73
0 

1,0
97
 

83
1 

67
6 

1,4
90
 

45
2 

41
6 

53
7 

24
4 

23
4 

26
7 

28
5 

34
2 

13
4 

 6
6 

22
2 

 9
3 

18
0 

13
2 

14
3 

26
9 

 5
4 

 4
5 

 8
5 

19
2 

31
2 

24
1 

16
5 

52
4 

 7
7 

 8
9 

13
1 

 4
7 

 5
5 

 5
9 

 4
9 

11
4 

 2
2   9
 

 3
4 

  ▲
5 

   
34
 

▲
0.
4 

   
17
 

   
33
 

   
 6
 

   
 3
 

   
 7

 2
5 

13
3 

 9
5 

 2
9 

25
8 

 1
4 

 2
6 

 6
3 

▲
57
 

▲
20
 

▲
85
 

   
7 

 ▲
26
 

  ▲
4 

 ▲
11
 

  ▲
7   3
.1
 

 4
.3
 

 2
.9
 

 5
.3
 

 2
.2
 

 5
.4
 

 4
.6
 

 3
.4
 

 5
.2
 

11
.1
 

 4
.9
 

 8
.4
 

 3
.4
 

 7
.3
 

 6
.3
 

 6
.3
 1.
8 

 2
.1
 

 1
.9
 

 1
.0
 

 1
.4
 

 3
.6
 

 0
.9
 

 2
.0
 

1.
3 

 2
.5
 

 2
.1
 

 6
.0
 

 2
.2
 

 4
.5
 

 2
.2
 

 2
.7
  4
.0
 

 3
.5
 

 3
.4
 

11
.4
 

 2
.6
 

 7
.2
 

 7
.1
 

 3
.9
  1
.4
 

 1
.8
 

 1
.0
 

 3
.0
 

 1
.3
 

 2
.5
 

 1
.0
 

 2
.0
 

 売
上
高
 

構
成
比
 

（
％
）
 

売
場
面
積
 

荒
利
 

益
高
 
商
品
回
転
率
 

（
回
）
 

荒
利
益
率
 

（
％
）
 

値
引
率
 

（
％
）
 

売
場
1
坪
あ
た
り
（
万
円
）
 

在
庫
高
 

売
上
高
 

荒
利
益
高
 

営
業
利
益
高
 

人
時
生
産
性
 

（
千
円
）
 

人
件
費
一
万
円
あ
た
り
 

荒
利
益
高
（
万
円
）
 

実
数
  

（
坪
）
 最
大
  最
小
 
構
成
比（
％
）
 

平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 平
均
 最
大
 最
小
 

平
均
 最
大
 最
小
 

資
料
：
日
本
リ
テ
イ
リ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
 

青
　
果
 

畜
　
産
 

水
産
物
 

デ
イ
リ
ー
 

惣
　
菜
 

一般
食品

・菓
子 

非
食
品
 

計
ま
た
は
平
均
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添
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料
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①
鮮
魚
を
購
入
す
る
店
を
１
店
に
決
め
て
い
る
主
な
理
由
（
３
つ
以
内
）
 

②
鮮
魚
を
購
入
す
る
際
、
ど
の
点
に
注
意
し
て
購
入
す
る
か
（
２
つ
以
内
）
 

n

品 質 が よ い か ら  

表 示 が き ち ん と さ れ て  

い る か ら  

新 鮮 で あ る  

（ 品 物 が 新 し い ） か ら  

品 物 が 豊 富 だ か ら  

値 段 が 安 い か ら  

衛 生 的 な 店 だ か ら  

近 く に あ る か ら  

ｎ  

鮮 度 や 品 い た み の 程 度  

色 つ や  

大 き さ 、 量  

品 質 等  
（ 脂 肪 の 割 合 ）  

産 地 や 銘 柄  

健 康 、 自 然 、 天 然 、 手 作 り  

特 選 、 有 機 等 の 表 示  

賞 味 期 限 等 の  

日 付 表 示  

お い し さ 、 味  

価 格  

そ の 他  

無 回 答  

食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
計
 

20
歳
代
 

30
歳
代
 

40
歳
代
 

50
歳
代
 

60
歳
以
上
 

年 代 別  

食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
計
 

20
歳
代
 

30
歳
代
 

40
歳
代
 

50
歳
代
 

60
歳
以
上
 

年 代 別  

18
6 
 1
3 
 3
5 
 4
5 
 3
0 
 6
5

46
.8
 

38
.5
 

45
.7
 

48
.9
 

53
.3
 

44
.4

25
.8
 

15
.4
 

34
.3
 

22
.2
 

30
.0
 

23
.8

53
.2
 

30
.8
 

48
.6
 

60
.0
 

63
.3
 

50
.8

21
.5
 

15
.4
 

20
.0
 

17
.8
 

26
.7
 

23
.8

24
.7
 

30
.8
 

40
.0
 

20
.0
 

13
.3
 

23
.8

17
.7
 

 7
.7
 

17
.1
 

20
.0
 

10
.0
 

22
.2

28
.0
 

46
.2
 

22
.9
 

22
.2
 

26
.7
 

31
.7

1,
01
0 

   
 7
2 

  2
30
 

  2
47
 

  2
20
 

  2
41

64
.4
 

62
.5
 

70
.9
 

69
.2
 

62
.7
 

55
.2

  9
.6
 

  9
.7
 

  8
.7
 

  6
.5
 

12
.3
 

11
.2

 7
.4
 

 6
.9
 

 6
.5
 

 8
.9
 

 7
.3
 

 7
.1

29
.4
 

13
.9
 

16
.1
 

32
.4
 

34
.5
 

39
.0

32
.5
 

34
.7
 

32
.6
 

29
.6
 

32
.7
 

34
.4

  8
.4
 

  6
.9
 

  7
.4
 

  9
.7
 

10
.0
 

  7
.1

12
.2
 

20
.8
 

  9
.6
 

10
.9
 

10
.0
 

15
.4

10
.0
 

  5
.6
 

11
.3
 

  8
.1
 

10
.9
 

11
.2

19
.6
 

33
.3
 

27
.8
 

19
.4
 

13
.2
 

13
.7

0.
2 
   
- 
   
- 
   
- 
0.
5 
0.
4

0.
3 
   
- 
0.
4 
   
- 
   
- 
0.
8

資
料
：
平
成
15
年
度
　
農
林
水
産
省
食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
第
3回
定
期
調
査
 

(％
)

(％
)

60 40 20 0

46
.8

25
.8

53
.2

21
.5

24
.7

17
.7

28
.0

食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
計
 

n=
18
6

80 60 40 20 0

64
.4

9.
6

7.
4

29
.4

32
.5

8.
4

12
.2

10
.0

19
.6

0.
2

0.
3

食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
 

n
=
1,
01
0
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①
魚
介
類
全
国
１
世
帯
当
り
年
間
支
出
金
額
、
購
入
数
量
及
び
平
均
価
格
   

  　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
2人
以
上
世
帯
）（
平
成
17
年
度
）
 
②
夕
食
に
魚
介
類
を
食
べ
る
頻
度
と
頻
度
が
低
い
理
由
 

購
入
頻
度
 

（
10
0世
帯
当
り
）
 
支
出
金
額
 

（
円
）
 

購
入
数
量
 

（
グ
ラ
ム
）
 

平
均
価
格
 

（
円
）
 

ま
ぐ
ろ
 

あ
じ
 

い
わ
し
 

か
つ
お
 

か
れ
い
 

さ
け
 

さ
ば
 

さ
ん
ま
 

た
い
 

ぶ
り
 

い
か
 

た
こ
 

え
び
 

か
に
 

他
の
鮮
魚
 

刺
身
盛
り
合
わ
せ
 

鮮
魚
 

あ
さ
り
 

し
じ
み
 

か
き
 

ほ
た
て
貝
 

他
の
貝
 

貝
類
 

生
鮮
魚
介
計
 

塩
さ
け
 

た
ら
こ
 

し
ら
す
干
し
 

干
し
あ
じ
 

干
し
い
わ
し
 

煮
干
し
 

他
の
塩
干
魚
介
 

塩
干
魚
介
 

※
魚
肉
練
り
製
品
 

※
他
の
魚
介
加
工
品
 

魚
介
類
合
計
 

1,
25
9 

46
8 

25
6 

49
1 

33
5 

1,
02
7 

37
1 

52
5 

24
2 

69
2 

91
4 

39
8 

77
3 

13
0 

1,
75
9 

73
7 

10
,3
76
 

42
9 

19
9 

26
8 

29
7 

14
0 

1,
33
3 

11
,7
09
 

50
9 

56
7 

52
5 

35
8 

16
5 

11
4 

1,
90
5 

4,
14
2 

4,
50
6 

2,
80
3 

23
,1
59
 

6,
95
8 

1,
66
0 

69
4 

2,
05
7 

1,
61
7 

3,
79
7 

1,
26
7 

1,
52
4 

1,
44
1 

3,
52
5 

3,
03
2 

1,
49
3 

3,
91
7 

2,
41
9 

8,
91
3 

6,
31
4 

50
,6
29
 

1,
15
4 

58
9 

1,
30
6 

1,
36
5 

61
4 

5,
02
9 

55
,6
58
 

2,
12
5 

3,
22
3 

1,
48
5 

1,
24
7 

44
0 

54
0 

7,
96
3 

17
,0
22
 

8,
88
0 

10
,8
90
 

92
,4
50
 

3,
18
6 

1,
70
4 

80
1 

1,
41
4 

1,
33
2 

3,
02
5 

1,
44
6 

2,
41
3 

81
6 

2,
08
9 

3,
06
1 

91
1 

2,
13
4 

1,
03
6 

6,
78
4 

2,
33
6 

36
,0
21
 

1,
33
6 

47
0 

79
8 

77
6 

48
6 

3,
91
1 

39
,9
73
 

1,
72
9 

77
8 

46
9 

1,
24
3 

36
4 

29
5 

5,
15
0 

10
,0
43
 - - - 

- - - 

21
8.
41
 

97
.4
5 

86
.6
7 

14
5.
47
 

12
1.
38
 

12
5.
50
 

87
.5
9 

63
.1
8 

17
6.
54
 

16
8.
71
 

99
.0
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本日は水産業の参入規制を緩和して如何に新しい血を入れて活性化を図っていくかを中心に

お話したい。とりわけ、漁業権と漁協の問題について論点整理を行い、皆さんと意見交換でき

ればと考えている。

1．日本の水産政策

（1）日本の漁業権

漁業権は明治時代に定められた漁業法以来様々な変遷を経ており、漁業権の解釈を巡っては

今なお幾つかの説に分かれており今日的にみても整理されていない。漁業権を総有と位置付け

るのか、それとも利用権と位置付けるかを巡っては様々な議論がある。

○漁業権の概要

（1）定置漁業権とは、一定期間、一定の場所に網その他の漁具を敷設して漁業を営む権利で

ある。具体的には、①身網が水深27m以上の大規模定置網漁業、②北海道で主にサケを対象

とする定置網漁業、③それ以外の定置網漁業の3類型に細分できる。免許期間は5年。

（2）区画漁業権とは、一定区域内で養殖業を営む権利である。具体的には、①第1種区画漁業

（石、瓦、竹、木などを敷設して行う養殖業）、②第2種区画漁業（土、石、竹、木などで囲ま

れた水域での養殖業）、③第3種区画漁業（上記以外の養殖業）の3類型に細分できる。免許

期間は10年。

（3）共同漁業権とは、一定区域の漁民が一定の漁場を共同で利用して漁業を営む権利である。

具体的には、①第1種共同漁業（藻類、貝類など農林水産大臣が指定する定着性の水産動植物

が対象）、②第2種共同漁業（網漁具を固定して来遊する浮魚を獲る漁業。定置漁業権に該当

するものは含まず）、③第3種共同漁業（地引網、地こぎ網、船曳網、飼付、突磯の各漁業）、

④第4種共同漁業（寄魚、鳥付こぎ釣の各漁業）、⑤第5種共同漁業（内水面で営む漁業で第1

種共同漁業に該当しないもの）の5類型に細分できる。免許期間は10年。
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○漁業権の権利主体

定置漁業権、区画漁業権については漁業者個人が権利主体となり、共同漁業権、特定区画漁

業権については漁協、漁連が権利主体となる。とりわけ漁協、漁連に帰属する権利について

後々議論になる。

○漁業権の法的性格

①漁業権は水面の占有権でなく漁業を営む権利である。

②漁業権は区域、漁法、魚種を限定した権利である。

③定置漁業と区画漁業は漁業権又は入漁権に基づかねば営んではならない漁業である。

④漁業権は存続期間の定めがある権利である。

⑤漁業権の分割・変更は知事免許が必要である。

⑥漁業権は物権であり民法の規定が適用される。

⑦漁業権は財産権である。

（2）漁業法の評価

漁業法の目的・特徴は、沿岸漁民の保護・維持・温存にあり、現行法下における日本の漁業

権・許可制度の特徴は、①特許主義（免許という行政行為により法的効力が発効）と②制限主

義（魚種漁法を限って権利・許可を付与）の二点にある。

共同漁業権の性質、それに関連して組合が権利主体であり権利を管理するということについ

ては、以前から問題点が指摘されていた。すなわち、元来協同組合は加入・脱退が自由な任意

団体であり、この任意団体が漁場管理という公的権限を持つことは、法理論的に問題があると

の指摘もある。また、共同漁業権は組合に帰属するのか（社員権説）、それとも組合員の総有

か（総有説）という問題もあり、統一した法的解釈は得られていない。ただ、経済学的に見れ

ば、組合が公的権限を持った管理主体であることを問題視すべきである。

（3）近年の論点

○海面利用管理権限

沿岸域で漁業との海域利用上の問題が顕在化しており、海洋性レクリエーションと漁業の調

整が出ている。共同漁業権者である漁協等と沿岸海域の管理権限の法的関係で二つの説があ

り、第1の説は共同漁業権者である地元漁業協同組合に沿岸地域利用の管理権限を認める見解
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である。第2の説は漁業権をあくまで行政処分に基づく権利とし、制限主義に基づいた用益権

であるとする見解である。よって、漁業権は漁業以外の海域をも無制限に支配する権利ではな

いとする。現行漁業法は制限主義に基づき、漁業権は特定の海面（漁業権魚場）で特定の漁業

操業にのみ排他的利用を認めているのであり、全面的な海域の支配は基本的に認められない。

一般には第2の説が主流の説となっている。

○漁業権と漁業資源との法的関係

二つの説があり、第1の説は漁業資源に対する排他的な生産権・アクセス権であるとする説

であり、第2の説は漁業権はあくまで水面を客体とする用益権であって、漁業資源と漁業権の

法的関係は存在せず、その所有権取得は無主物先占の原理に服するとする説である。一般に後

者が主流となっており、無主物先占の原理を適用するのであれば、全体的見地からの調整が不

可欠である。

（4）沖合漁業制度と漁業管理

沿岸漁業は釣りなどの自由漁業と漁業権漁業および知事許可漁業による漁業の多くが含ま

れ、沖合漁業は大臣許可による漁業が中心で、遠洋漁業も特定の大臣許可漁業で操業。

○TAC制度

マイワシ、サバ類、サンマ、アジはTAC制度の対象魚種（資源の枯渇よりも、生産量が大

きく東海・黄海で外国と競合して漁獲されているために対象）である。これは資源枯渇という

より生産量が大きく関係諸国と競合が激化したため、同制度が導入された経緯がある。国際管

理は科学委員会でTACが決定され、TACが各国に割り振られ、各国は責任をもって漁船別に

割り振り、割当量に達した時点で終漁（オリンピック方式）してきた。しかし、これにより不

合理漁獲が発生した。

○不合理漁獲の発生

マイワシ、サバ類、サンマ、アジについては乱獲問題よりもむしろ漁獲競争からくる小型魚

漁獲、過剰投資、漁場の集中、過剰漁獲など不合理漁獲と呼ばれる経済問題が深刻化している。

かつては全国サンマ棒受網生産調整組合を作って生産調整を行っていたが、価格下落防止のた

めのカルテル行為は独占禁止法に触れる恐れがあったため生産調整組合を解散し、TAC法の

規定を適用し漁獲制限を行っている。
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○TAC制度の問題点

TACは資源の維持・保全には成功したが、経済的に利益の出ない漁場が形成されてしまっ

た。とりわけ最大の問題は漁期の大幅な短縮であり、周年漁業から2か月弱の季節漁業に変っ

た（太平洋オヒョウの事例）ことがある。また、漁獲努力が漁期前半に集中し、漁船数と漁業

者数が増加し、不必要な漁港投資や貯蔵期間が長期化し冷蔵保存コストの上昇も問題となって

いる。

○ITQ制度の展開

国連海洋法条約は資源の管理の権利を行使するためには資源管理義務を課しており、TAC

を設定しなければならない。そのため、多くの国は資源へのアクセス権を保持するためTAC

を設定した。しかし、上記のような乱獲と過剰投資の問題が発生しており、これを回避するた

め、資源を個人にまで分割・私有するIQや ITQ制度を導入する国もある（ニュージーランド

など）。

ITQ導入に当たって、農業の場合、生産調整を既に実行に移しているが、何故農業で生産調

整が可能になっているかについて、ご参考までにお話したい（本章末尾〈参考〉参照）。

コメの生産調整はいわばカルテルではないかということで、私が行政改革の規制緩和小委員

会で委員をやっている時、公取委とも様々なやり取りを経験したが、結論を先取りしていうと、

独禁法違反には当たらないということであった。また、農水省の「生産調整に関する研究会」

でもこの問題が議論されたことがあり、その時の議事録を引っ張ってきたのが＜参考＞であ

る。「生産調整に関する研究会」は 木委員長も参加されていた非常にアクティブな委員会で

あったが、同委員会で中野委員の質問に対して食糧庁がどのように答えたかを掲げている。現

在、生産調整は食糧法の中で法制化されているが、主体が農業者団体に変わりつつある。問題

は法律に謳われる前の1970年代に導入された生産調整が（その当時は法律もなく行政指導で

行われていたが）、行政指導下での生産調整はカルテルに当たらないかが問題となった。中野

委員の質問自体は当時のことではなく農業者団体の行う生産調整が問題になるかどうかについ

てであったが、状況そのものは全く同じである。これに対する食糧庁の回答は、「農協法で系

統組織がカルテル行為をする際に独占禁止法の適用除外になるという現行の法律もある」と答

えている。独禁法第22条では、適用除外組合として農漁協などが規定されており、具体的に

は共同組合が組合員のため、共同購入、共同販売、出荷調整、生産調整を行う場合に適用除外

となる。ただし、不公正取引については適用対象となる。要するに、組合の行う行為なので適

用除外になるのであり、これは公取の公式見解とも同じである。

これを根拠に、たとえ法律で謳われていなくとも、当時の行政主導で行われた生産調整の経

緯を踏まえて、漁業についてもITQ導入の際、こうした経験が利用できるかどうか議論する
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意義はあろう。もう一つは、資源管理の方が重要だとの認識の下、資源管理をどうするかとい

う全く別のアプローチもあろうかと思う。農業の方では農協を使って生産調整の問題をクリア

したという過去の事実を指摘しておきたい。

2．日本の漁業協同組合

（1）漁協と組合員

漁協とは水産業協同組合法に基づき3種類の組合がある（①沿海地区漁協、②業種別漁協、

③内水面漁協）。他の協同組合との大きな違いは、経済事業団体と漁業権管理団体という二面

性を持つことである。なかでも地区漁協（沿海地区漁協）は漁業権を根拠に全村機構としての

性格（漁村の住民全体が加入）をもつ。

○地区漁協の資格要件

正組合員資格は「組合の地区内に住所を有し、かつ、漁業を営み又はこれに従事する日数が

一年を通じて90日から120日までの間で定款で定める日数を超える漁民」である。すなわち、

組合員だけが地先漁場の漁業権を行使できる結果、組合員の新規加入を拒み漁協を村落社会に

閉じ込める傾向を強めた。多くの地区漁協がなんら意欲的な経済事業を行わない漁業権管理組

合的な状態に留まっている。

○漁協の組織

漁協の地区は、ほとんど（約7割）が市町村の区域未満で、平成15年度末でみて1漁協あた

りの平均正組合員数は170人であるが、正組合員が50人未満の小規模漁協が392と、全体の4

分の1を占める。組織や事業の規模は、出資金、販売事業を除き、農協の20分の1～30分の1

に留まる。今後、漁業者の減少・高齢化が進む中、これら小規模漁協は、水協法の成立要件

（正組合員20名以上）を満たさなくなる恐れもある（水産業協同組合法第68条第4項「組合は、

組合員（准組合員を除く）が20人未満になったことに因って解散する」）。

漁協についてもう少し詳しく見るため、農協との比較を＜図表1＞で参照したい。

特徴点は、信用事業については圧倒的に農協が強いことがある。農協は、信用事業が黒字だが

購買・販売事業は赤字である。言い換えれば信用事業の黒字で購買・販売事業の赤字を補填し

ている。一方、漁協は信用事業、購買・販売事業ともに赤字だが経常利益は黒字である。
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＜図表1＞漁協及び農協の規模の比較（1組合あたり、平成15年度末）

＜図表2＞は、昭和55年から平成16年までの漁協の組合員数の推移をみたものである。

正組合員数、准組合員数を合わせた合計いずれも減少しており、漁業衰退の一端を表してい

る。

＜図表2＞　漁協（沿海地区出資漁協）の組合員数の推移

＜図表3＞は漁協の経済事業状況を時系列でみたものである。

預貸動向をみると、圧倒的な預金量に対して脆弱な貸出量となっている。

購買・販売事業についても、石油などを購買しているものの、殆どの経済事業は販売事業で

尚且つその大半は手数料収入的事業であるのが特徴である。
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区　 分 漁協(A) 
 

農協(B) (A) / (B)

正組合員数 

職員数 

出資金 

信用事業 

　貯金残高 

　貸出金残高 

購買事業（供給高） 

販売事業（取扱高） 

170人 

10人 

142百万円 

 

2,728百万円 

695百万円 

155百万円 

931百万円 

5,394人 

262人 

1,616百万円 

 

79,450百万円 

22,570百万円 

3,833百万円 

4,954百万円 

1　/　32 

1　/　26 

1　/　11 

 

1　/　29 

1　/　32 

1　/　25 

1　/　5

資料：水産庁「水産業協同組合統計表」、農林水産省「総合農協統計」等 

正組合員数 

 

准組合員数 

 

うち 

遊漁船業者 

合計 

Ｓ55年 

（71％） 

411841 

（29％） 

166881 

 

─ 

578722

Ｈ元年 

（67％） 

326294 

（33％） 

178374 

 

─ 

540668

Ｈ12年 

（61％） 

278017 

（39％） 

179194 

（0.05％） 

225 

457211

Ｈ13年 

（60％） 

269643 

（40％） 

176088 

（0.06％） 

268 

445731

Ｈ14年 

（60％） 

262467 

（40％） 

176563 

（0.06％） 

270 

439030

Ｈ15年 

（59％） 

254546 

（41％） 

173937 

（0.07％） 

282 

428483

Ｈ16年 

（59％） 

246541 

（41％） 

170578 

（0.07％） 

289 

417119

注：遊漁船業者は平成 2年より准組合員資格が与えられている。 
資料：水産庁「水産業協同組合統計表」 



＜図表3＞　沿海地区漁業協同組合の経済事業状況（金額単位：100万円）

＜図表4＞は沿岸地区の漁協数と合併参加漁協の推移をみたものである。

合理化を目的に合併して250漁協に整理統合を図ろうとするプランが進んでいるが、現実に

は遅々として進んでいない。平成18年11月には1274漁協と減少傾向にあるものの、農水省が

目論むスピードには遥か及ばない。

－245－

年　度 

1965 

1970 

1975 

1980 

1985 

1990 

1995 

2000

年　度 

1965 

1970 

1975 

1980 

1985 

1990 

1995 

2000

 

1730 

1728 

1684 

1697 

1684 

1656 

1314

 

13,359 

223,712 

628,970 

1,155,808 

1,501,602 

1,962,760 

1,864,492 

1,453,200

 

42.4 

129.5 

373.5 

681.1 

892.2 

1,185.2 

1,418.9

 

1833 

1827 

1799 

1780 

1766 

1678 

1340 

 

 

62,009 

178,503 

444,338 

831,735 

873,709 

770,800 

650,485 

516,000

 

33.8 

97.7 

247.0 

467.3 

495.3 

459.4 

　485.4

貯　金 貸　付 

総　額 組合数 総　額 

購買事業 販売事業 

組合数 総　額 総　額 1 組合平均 1 組合平均 組合数 

1 組合平均 1 組合平均 組合数 

 

1807 

1749 

1751 

1786 

1810 

1801 

1685 

1501 

 

27,049 

53,709 

137,221 

289,237 

269,821 

251,531 

222,532 

210,553

15.0 

30.7 

78.4 

161.9 

149.1 

139.7 

132.1 

140.3

1891 

1830 

1775 

1760 

1747 

1727 

1606 

1388 

 

249,012 

479,686 

1,002,790 

1,530,642 

1,555,715 

1,668,523 

1,382,719 

1,270,523

131.7 

262.1 

565.0 

854.3 

890.5 

966.1 

861.0 

915.4

資料：水産庁「水産業協同組合統計書」 

注：組合数は当該事業実施組合数、2000年の貯金、貸付の統計は「水産業の動向に関する年次報告」による 



＜図表4＞

＜図表5＞は漁協の規模別販売取扱高をみたものである。

職員数10名以上の漁協が漁協全体の約8割の販売取扱高を占めている。逆に言えば、10名

未満の弱小漁協が存続できていることが問題ということもできよう。

＜図表5＞

＜図表6＞は漁協全体の事業利益、事業外利益、経常利益の推移である。

事業利益は年々減少する一方、事業外利益が補い、経常利益は微増で推移している。事業外

利益については補償金と解釈してよいか、皆さんにお尋ねしたい。
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■沿海地区漁協数及び合併参加漁協の推移 

合併参加漁協数 

沿海地区漁協数 

2,443

160

140

120

100

80

60

40

20

0

35

合
併
参
加
漁
協
数 

沿
海
地
区
漁
協
数 

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

149

Ｓ42 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

1,274 
（Ｈ18.11） 

■漁協の規模（職員数）別販売取扱高 
10名以上 9～6名 5～3名 2～1名 0名 

漁協数 
総計1,501

422漁協 
（28％） 

217漁協 
（14％） 

374漁協 
（25％） 

415漁協 
（28％） 

73漁協 
（5％） 

販売取扱高 
総計1.1兆円 

8,969 
（80％） 

1,157 
（10％） 

842 
（8％） 

235 
（2％） 

（単位：億円） 40％ 60％ 80％ 100％ 20％ 0％ 

資料：全漁連調べ 



＜図表6＞

＜図表7＞は販売事業取扱高と事業総利益の推移である。

これは事業総利益の減り方よりも販売事業取扱高の減り方が大きいことを問題視したグラフ

である。すなわち、事業総利益の減り方が総じて緩やかであるのは、各漁協において収益を確

保するために販売手数料率を上げていることが推測される。これでは漁民のためにもなってお

らず、尚且つ不透明な部分が多く、資料を読んでいても漁協の姿が明瞭になってこないことが

最大の問題ではないかと感じた。

＜図表7＞
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■漁協全体の事業利益、事業外利益、経常利益の推移 
事業利益 
事業外利益 
経常利益 

億円 
300

250

200

150

100

50

0

-50

-100

-150

-200
元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 

資料：水産庁「水産業協同組合統計表」 

・1漁協あたりの事業利益は1千万円の赤字、経常利益は650万円の黒字 

■販売事業取扱高と事業総利益の推移 
億円 億円 

20,000

15,000

10,000

5,000

0

600

500

400

300

200

100

0
元年 5年 10年 15年 

取扱高 事業総利益 

資料：水産庁「水産業協同組合統計表」 



○漁協の合併再編

漁協の合併再編に話を戻す。

漁協の事業基盤は零細かつ脆弱で、現在合併を通じた組織再編が進められている。漁協系統

は合併促進法の期限である平成19年度末までに、漁協数を約250とする構想を立てて合併を

推進しているが、18年11月現在の漁協数は1274で、構想実現には相当の努力が必要となって

いることは先程申し上げた通りである。

（2）漁協の経済事業

1948年に発足した漁協は、国が旧漁業会から買い上げた漁業権の代償である漁業権証券の

交付を受け、この証券を資金化することで各種事業を展開することになった。しかし、経済基

盤の弱い漁協が多く、経済事業の実施は遅れている。

○漁協経営の事業利益・経常利益

漁協が本来行っている事業の収支を示す事業利益は、黒字の漁協は4分の1にすぎず、漁協

全体では143億円の赤字（平成15年度）を計上している。但し、経常利益については、事業

外利益に補填され、黒字の漁協が3分の2で、漁協全体では97億円の黒字を計上している。事

業利益の赤字は、全体の事業規模が縮小する中、これに応じた事業管理費の削減が進んでいな

いことが最大の原因である。すなわち、①水揚げ高や組合員の減少に伴い事業規模が縮小する

中で、②事業規模に応じた管理費の削減など、経営合理化への取組不足などが指摘できる。

また、信用事業を実施していない漁協では、事業部門別の事業利益の明示が義務付けられて

いないため、事業利益赤字の原因となっている部門の特定が困難な漁協も多くある。

○漁協の販売・購買事業

販売事業は、漁協の事業の中で最大の黒字部門だが、漁業者の委託を受けて漁獲物の売り先

の仲介を行う受託販売が大半であり、漁業者の手数料が収益源であることから、取扱高に左右

される。一言で言えば、手数料収入に依存してリスクをとっていないに尽きる。

一方、購買事業は赤字部門だが、組合員に対し、燃油をはじめとする資材を低価格で供給す

る重要な機能を担っており、合理化による赤字解消が課題である。

○漁協の経済事業の問題点

漁協販売事業は、地元買受人相手の市場行為に依存する集荷卸売業中心の事業に留まってい

る組合が多い。問題点の第1は、漁協の行う市場行為が小規模分散的で組織化された川下流通
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に対応できないこと。第2は、漁協自らが水産物の販売を行う各種の事業に取り組んでいない

こと。第3は、漁協系統販売事業が商品化され、手数料徴収機関となっていて協同組合事業の

本質から乖離していること。一言で言えば、ビジネス主体としてリスクを負っていないことに

尽きる。

また、産地市場の現状は、漁協の伝統的な共販荷捌所、かつ零細なものが少なくない。多様

化する消費地の流通チャネルに産地が対応する流通体制を形成する。漁協はリスクを負い、中

抜き流通サービス付加型流通を目指すべきである。安全、安心を包摂した安定供給の物流シス

テム、水産物マーケティングセンターによる消費地起点による多元的対応が必要である。

（3）漁協の解決すべき問題点

こういう委員の仕事や規制緩和に関する仕事をしていると、農協の場合もそうだが、「組合

内部の問題については、外部の人間は口出し無用だ」という言い方をされることがある。確か

に、内部のガバナンスについてはその通りだが、協同組合として公的援助や優遇を受けて、更

には水産協同組合法という法律に基づいて運営されている以上、漁協といえども公的性格を拭

い去れない。その意味では、納税者、国民が問題点を指摘する権利はある。漁協が漁業者の役

に立っているのか、或いは漁業参入を考えている人たちに役立っている組織になっているの

か、キチンと意見をいうべきと考える。

しかし、この委員会の立場でいえば競争原理導入ということで議論すべきだろうが、その前

に、一般的に漁協が解決すべき問題点を3点に絞って指摘したい。

①組合員資格審査の適正化

漁協は漁業者の協同組織であるが、組合員資格は漁業権が絡むこともあり、農協以上に利権

と絡むため、ここをキチンとしないと権利義務関係が曖昧になってしまう。組合員資格（組合

員は漁業＜水産動植物の採捕又は養殖の事業＞を営む漁民＜漁業者又は漁業従事者＞でなけれ

ばならない）の審査の不十分さから、漁業者が主導権を握れずに、漁協の事業運営、漁業権の

管理・行使に不適切さがみられるケースが一部に存在する。漁業者の意思が一層的確に反映さ

れるよう、組合員資格審査を適正化する必要がある。一方、漁協組織の基盤強化の観点から、

准組合員制度を積極的に活用し、関連事業者・遊漁船業者等の参画を得ることも重要である。

②地域主義からの脱却

漁協は旧来の漁業組合の「地区」を組織原理としていることから、行政の末端機関としての

役割も果たしてきた。確かに、漁業の場合、漁場との関わりもあるため地域の持つ重要性は否
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定できないが、マーケティングや様々な経済事業を展開する観点からいえば、必ずしも地域性

に拘る必要性はなく、地区割から脱却した漁協活動を考える必要がある。

③事業の見直しと監査機能の強化

漁協は部門別の経理を明らかにし、経営内容の情報開示を行う必要がある。特に合併により

組織再編が行われているが、その過程で事業内容の見直しを図る必要がある。また、全国の漁

連（県漁連、信漁連及び全漁連）には、監査事業に従事できる有資格者数は、平成18年 4月

現在467名在籍し、そのうち294名が監査事業に従事。監査事業対象組合数は、漁協1345組合

（沿海地区出資漁協）、漁連67（県漁連及び信漁連）合計1412先で、人材確保が必要で、尚且

つ外部監査も必要である。先ずは経理をしっかりしてもらいたい。

3．水産政策と漁協の改革の方向

中間提言の中では、水産業への参入のオープン化、参入障壁の撤廃を謳っているが、具体的

に何をいうかは今後詰める必要がある。

第1に、漁業権の見直し、すなわち、漁業組合が漁業権管理団体であってよいかが最大の問

題である。あくまで漁協は経済事業に特化し漁業権管理については別団体を考えてもよいので

はないか。漁業組合を本来の姿に戻し、経済活動に基盤を置く。漁業権管理は経済利権の絡ま

ない地方自治体などの第三者機関が担当してもよいのではないか。また、漁業権売買を活性化

して新規参入を促す必要がある。

第2に、漁連・漁協改革の観点から、地区割を廃止し事業の見直しが必要である。漁協合併

が声高に叫ばれている中、スクラップは進んでいない。スクラップなしの合併ではスリム化を

伴う合併にはならず、これでは何のための合併かということになる。

第3に、ITQ導入のため、不合理な漁業を回避するためにも、『日本版ITQ』導入に向けた

議論をする必要がある。ITQの批判として、集中・独占が指摘されるが、これを回避する方法

もあるのだから、この委員会で議論して最終報告の中に盛り込むことが望ましい。

最後に、流通と魚価の関係を示した＜図表8＞をご覧頂きたい。

小売価格が同じであっても流通段階の違いで生産者の受取価格は斯様にも違ってくる。すな

わち、6段階流通の場合、小売価格の30％で、3段階流通の場合、同60％となっている。この

辺りも踏まえて流通の問題を考える必要がある。
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＜図表8＞

私からの報告は以上である。

（2007年3月6日　第7回委員会）
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1990年を100とした時の産地、消費地市場 
及び小売り価格の指標 

小売価格 小売価格 

流通マージン 

生産者受取価格 30％ 

60％ 

6 段階流通 3 段階流通（産直） 

生鮮小売価格 

産地卸売価格 

80.0 

90.0 

100.0 

110.0 

小売物価 

産地卸売物価 
消費地卸売物価 

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 年 
(平成　2　　3　　4　　5　　6　　7　　8　　9　　10　 11　 12　 13　 14 年)

価
格
指
数 

※小売価格は生鮮品の小売価格指数、消費地市場卸売価格は10大 
都市中央卸売市場の卸売価格指数、産地市場卸売価格は主要産地 
市場の魚種別単純平均から求めた指数（マイワシ除く） 

総務省「物価調査」、農水省「水産物流通統計年報」より 

※農水省「流通段階別価格形成調査（Ｈ14）」より 



＜参考＞　コメの生産調整と独占禁止法の関係

第14回生産調整に関する研究会（平成14年11月29日開催）議事概要より抜粋

（中野委員）

JAのあり方が検討されている中で独占禁止法までいろいろな話があり、生産調整を農

業者団体でやることになると、当然カルテルであることから、農業者団体の方でやれる

のかというところまで議論になるのではないか。農業者団体が生産調整を行うことにな

ると独占禁止法の対象外ということが前提でこのような形を作っているのか。

（食糧庁：企画課長）

農協法で系統組織がカルテル行為をする際に独占禁止法の適用除外になるという現行の

法律もある。他方、国による需給情報、ここでは総覧性のある需給関係情報と示されて

いるが、そういうことに基づく行いであることからも一定の整理ができる。

------------------------------------------------------------------------------------------------------------

─農協等の協同組合に対する独禁法の適用除外について（農水省の見解）─

1．独禁法上、単独では大企業に対抗し得ることが困難な零細な事業者が、協同組合を

組織して市場において有効な競争単位となることは、市場における公正かつ自由な競

争の促進に貢献するとの理由から、農協その他の協同組合は独禁法の適用除外となっ

ている。［適用除外組合：農協、事業協同組合、生協、信用組合、漁協、森林組合］

2．具体的には、協同組合が組合員のために、①共同で原材料を購入すること、②共同

で生産物や製品を販売すること、③出荷調整や生産調整を行うこと、といった活動が

適用除外の対象となる。

3．農協にとって、農家組合員のために行う生産資材の共同購入、生産物の共同販売、

生産・出荷調整といった活動は、本来的な事業であり、こういった観点からは、適用

除外制度の意義はなお存すると考えている。

4．なお、協同組合に係る適用除外制度は、あくまでも、市場における公正かつ自由な

競争を促進する場合に限り、適用除外が認められているところであり、①不公正な取
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引方法を用いる場合（※共同の取引拒絶、取引条件等の差別的取扱い、不当廉売、不

当高価購入、抱き合わせ販売、優越的地位の濫用、競争者に対する取引妨害、競争会

社に対する内部干渉等を行うこと）、②一定の取引分野における競争を実質的に制限す

ることにより不当に対価を引き上げることとなる場合（※独占、カルテル行為により

市場における競争を実質的に制限して価格を上げること）、についてはたとえ農協等の

協同組合であっても適用除外とはされてはいない。

5．実際これまでに、農協や連合会の行為が独禁法違反とされたものが13件、警告事例

が19件あり、現行制度の下でも、新規参入を妨げる等の農協の不正行為は取り締まれ

ると考える。

------------------------------------------------------------------------------------------------------------

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和二十二年四月十四日法律第五十四号）

第二十二条　この法律の規定は、次の各号に掲げる要件を備え、かつ、法律の規定に基

づいて設立された組合（組合の連合会を含む。）の行為には、これを適用しない。ただ

し、不公正な取引方法を用いる場合又は一定の取引分野における競争を実質的に制限す

ることにより不当に対価を引き上げることとなる場合は、この限りでない。

一　小規模の事業者又は消費者の相互扶助を目的とすること。

二　任意に設立され、かつ、組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。

三　各組合員が平等の議決権を有すること。

四 組合員に対して利益分配を行う場合には、その限度が法令又は定款に定められてい

ること。

※本条の適用を受ける組合

農業協同組合（農業組合法）

事業協同組合（中小企業等協同組合法）

消費生活協同組合（消費生活協同組合法）

信用組合（中小企業等協同組合法）

漁業協同組合（水産業協同組合法）

森林組合（森林組合法）等
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本日は、資源評価調査の概要とABC決定までのプロセスについてお話致したい。

1．資源評価調査の概要

資源評価調査は様々な委託調査の中の一つであるが、その中でも大きな委託調査が「我が国

周辺水域資源調査推進委託事業」である。実施主体は、委託元が水産庁増殖推進部漁場資源課

で、委託先が独立行政法人水産総合研究センターである。なお、現在、当センターのうち約

130名（職員の3割）が同事業に関与しているが、18年度より企画競争により受託先が決まる

ため、今後も当センターが受託できるとは限らない。また、連携・協力先として都道府県等関

係機関（都道府県水産関係試験研究機関、大学、漁業情報サービスセンターなど）があり、関

係する諸機関数が非常に多いのが同事業の特徴である。

同事業の予算規模は18年度実績では総額17億円で、次の四つの事業から構成される。すな

わち、①資源評価調査事業（事業費14.6億円）、②資源動向要因分析調査事業（同1.7億円）、

これは海洋変動が資源変動とどういう関係にあるかを調査・解析する事業である、③資源評価

広報等指導事業（同0.2億円）、これは上記調査・研究結果などを広く国民に広報する事業で

ある、④大陸棚定着性生物資源調査事業（同0.5億円）、これは大陸棚の定義が広がっている

中で、日本も水深200mより深い海域についても基礎調査を実施しようということで計上され

た予算費目である。この四つの事業の中でも、予算規模をご覧頂けば分かる通り、①資源評価

調査事業が中核をなす。

それでは、資源評価調査の概要についてお話したい。

同調査の目的は、水産資源の現状、将来の動向予測の的確な把握に努め、その保存・管理に

関する施策の実施に必要な基礎資料を整備するほか、このための資源調査、資源評価、データ

の蓄積等を行うことにある。

この資源調査には四つのメニューがある。

第1に、資源調査がある。調査船を用いた調査であるとか、漁獲統計の解析調査などが該当する。

第2に、データの蓄積等がある。これは得られたデータを将来のために整備・蓄積しなけれ
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ばならないということである。

第3に、資源評価がある。

第4に、上記に基づいて、生物学的許容漁獲量の算定がある。

（1）資源調査

1）調査対象魚種

調査対象魚種は＜図表1＞の通りである。18年度の調査対象魚種はTAC対象8魚種を含む

44種85系群、19年度は42魚種83系群を対象とした資源評価を行っている。皆さんお考え以

上の数の魚種について我々は調査研究していることがお分かり頂けると思う。また、沿岸魚種

についても、評価は行わないものの情報収集を行っている。

このように非常に多くの魚種の調査を行っているが、得られる情報の精粗はあるので、科学

的評価のレベルも様々である。中には漁獲量のデータしか得られない魚種もある。例えば、皆

さんご存知のトラフグは非常に重要で価格も高いが、漁獲量の収集すらままならないのが実態

である。当然、それを補完する調査を実施しているが、統計が整備されないと基礎データが蓄

積できない。その意味では、国の統計業務を我々は重要視しているが、残念ながら国の統計業

務の合理化も進んでいるので、こうした制度が機能低下する可能性が高いことを憂慮してい

る。これは水産政策の策定上の基礎資料になるものなので、こうした統計整備の問題は水産政

策を考える上でも不可欠な論点である。私は長崎に勤務していたことがあり、中国との付き合

いも長かったので、中国の統計が如何にあやふやであるかは痛感しているが、このままでは我

が国は中国を笑えない事態になりかねないことを指摘しておきたい。

2）調査内容

＜図表1＞の調査対象魚種については、①漁獲成績報告書収集調査、これは大臣許可漁業につ

いては漁獲成績報告書を提出することが義務付けられているので、細かい漁獲量を解析してい

るほか、②市場調査、これは主要漁港において、都道府県水産試験所の協力も仰ぎながら常に生

物学的な測定を行っている、③標本船調査、これは幾つかの船を雇って漁獲統計より細かいデー

タを収集する、④調査船調査、これは科学者が調査船に乗って調査を行う、⑤分布・回遊調査、こ

れは主に漁業情報サービスセンターが行っている。こうした様々な調査を行っている。
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＜図表1＞
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（2）データの蓄積等

①FRESCOⅠ（生物データ）、②FRESCOⅡ（海洋データ）の二つに分かれるデータベース

は、主に漁業情報サービスセンターが管理しており、資源評価調査に関連する研究者であれば

自由にアクセスできるが、一般にはオープンになっていない。

（3）資源評価

こうして収集した情報を下に資源状況の評価を行う。それに当たり、我々は定められた資源

管理基準（「ABC算定のための基本規則」本章末尾＜資料＞参照）と漁獲制御ルールを踏まえ、

収集された科学的情報の範囲内において、評価対象群毎に、①漁業の現状、②資源の現状、③

資源管理方策、④資源管理の提言等について評価・提言を行う。

近年、科学者と漁業者が論争する機会が増えており、漁業者サイドは科学者が勝手に評価を

していると批判されるが、我々科学者サイドも好き勝手に評価をしているわけではなく、一定

のルールに基づいて評価をしていると反論している。

（4）生物学的許容漁獲量の算定

こうしたことを踏まえて、最終的にTACの基礎資料となるABCを算定している。ABCは資

源評価の結果を基に、将来予測等を行い算定している。

ABCと将来予測は関係がないと思っている方も多いと思われる。しかし、例えば直近では

2006年7月にABCを算定・報告しているが、統計数値の確定時期やまだ2006年途中というこ

ともあり、資源量推定値は一番新しくても2005年までしか推計できない。しかし、求められ

るABCは翌年（2007年）のABCなので、最新の資源量推定値から2年先を予測して報告しな

ければならない。従って、2005年までの資源量推定値を基に、どういう風に管理したらよい

かという目標に基づき、親から子がどれだけ生み出せるかという再生産成功率などを仮定して

予測を行い、2007年のABCを算定している。以上のように、ABCには予測の部分も含まれる

ので、ある一定の不確実性が伴うことをご理解頂きたい。

こうして最終的に「我が国周辺水域の漁業資源評価」という報告書を作成している。＜図表

2＞はマサバの資源評価表であるが、実は少数の人間でこうした報告書を作成しているわけで

－258－



はなく、多くの機関に参画してもらって作成している。この中で試行錯誤を繰り返しながら最

終報告書の作成を行っている。

＜図表2＞

2．ABC決定までのプロセス

資源評価の実施体制であるが、水産庁が水研センターに委託して行っていることは先程申し

上げた通りであるが、水研センターだけでも130名の研究者が関与していることもあり、シス

テマティックに行う必要がある。そのため、事業実施に当たり様々な会議を開催している。

先ず、「事業推進会議」があり、これは我が国周辺水域の調査事業を運営する最高意思決定

機関である。

その他、事業ごとに部会が設置され、資源評価に関しては「資源評価調査部会」が設置され

ており（図表3）、現在、私がその部会長を務めている。

また、その他にも、いろいろなWG（ワーキング・グループ）を設置しており、「魚種別検

討チーム」「栽培対象種調査・解析法チーム」「資源評価・ABC算定基準チーム」がある。こ
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うした各WGにおいて魚種系群別資源評価調査を実施して、外部専門家の意見も踏まえながら

ブロック毎の資源評価会議に諮り、全国資源評価会議に報告して、資源評価報告書が完成する。

＜図表3＞

TAC種についてABC決定プロセスのフローをみたものが＜図表4＞である。

毎年5月末までに資源評価関連データの提供依頼を各都道府県に出すところから始まり、そ

こで「ABC 1次案」が作成される。それを魚種別検討チーム内や各研究所内で検討を行い、

「ABC 2次案」が作成される。それから、資源評価内部検討会において外部委員や我が国の名

だたる水産資源研究者と更なる検討を重ね「ABC 3次案」が作成される。ここでの論議が最も

厳しいもので、2次案はこの段階で何度も揉まれることとなる。これを経て、ブロック毎の資

源評価会議が開催され、内部委員、外部委員、都道府県を含めた、更に規模の大きな且つ公開

性を高めた議論を行い、ここから業界関係者も参加する。こうした議論を経て合意を得た上で

ABC報告書を作成し、その内容を9月上旬に開催される全国資源評価会議においてマスコミ

にも公開している。
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＜図表4＞

非TAC種についてはプロセスが簡略化されている（図表5）。例えば内部検討会が省略され

ている。仮に全国評価会議に44魚種全部の報告をしていると何日掛かるか分からないので、

それは報告はせず、ブロック資源評価会議で評価は確定する。

＜図表5＞
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以上のように、我々としては系統立ててより透明性の高いプロセスを目指して努力してい

る。

3．資源評価の歴史におけるTAC制度等の意義

ご承知の通り、1970年代後半、米ソの200海里経済水域設定に伴い、我が国も「漁業水域

に関する暫定措置法」を設定した。これに対応して、1977年より我が国200海里水域内漁業

資源調査が開始されている。これは現在行われている調査の原型であり、全てではないが、調

査開始当時から資源量と許容漁獲量の推定が行われていた。それを報告書として纏めて水産庁

に報告していたが、内容は非公開であった。

それから、指定漁業の一斉更新ということで、5年に1度ブループリントの作成を行ってい

た。これは漁業の現状と今後の漁業の提言が含まれたものである。これについても部内の検討

素材ということで公表されることはなかった。

以上のように、科学者としては相応の準備作業を行っていたが、この時期国民からみて我々

資源研究者が何をやっていたかは理解されていない。また、我々の研究結果がどのように政策

に反映されたかも国民にはよく知られていない。そういった意味で空白の時代が20年ほど続

いた。これは逆に言うと、それに引き続くその後の資源評価の基礎が形成されたとプラスに評

価することもできる。しかし、準備期間に20年も要したのは時間が掛かり過ぎたともいえる

が、時代がまだ熟していなかったともいえる。

1996年、我が国は国連海洋法条約を批准してTAC制度が開始されるが、既に前年の1995年

から現在の調査とほぼ同じ内容の我が国周辺水域内漁業資源調査が開始され、ABC試算も開

始されている。

TAC制度開始に伴い、空白の20年を脱するということで、例えば科学的評価結果のWeb上

での公開が実現しているし、政策（TAC）策定に際してABCが何らかのレファランスがされ

るということも現実のものとなっている。我田引水かもしれないが、TAC制度も様々な問

題・批判があるのは事実であるが、空白の20年、つまり公開性が乏しく政策への道筋がよく

分からない時代と比べると、TAC制度の導入は我々資源研究者にとって非常に大きな意義の

あるものといえる。
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4．資源評価調査10年の方向性

評価結果が公表されると各方面からより多くの批判を受けることになるが、これは当然の結

果であって、我々科学者は自らの社会的責任を従前以上に痛感するようになったのは重要なこ

とである。今まで述べた空白の20年以降の資源評価は施行後10年を経過したわけだが、この

10年を振り返って、この10年間に目指してきた方向性とは一体何かということを改めて私な

りに整理してみた。

これは二つに整理されると思う。一つは資源評価精度の向上、もう一つは透明性の向上であ

る。評価精度の向上を目指すため、我々は生態的知見の充実や資源変動と環境要因との関係解

明を取組んできた。しかし、残念ながら、現実としてはそれぞれの水産資源の年々の加入量変

動は非常に大きく、しかもABCは予測に基づく部分を含むため、避けがたく不確実性を有す

ることは言を待たない。その意味では、それぞれの評価結果がどの程度の不確実性を伴うかを

評価しようという研究に取組んでいる。次に重要なのが透明性の向上である。広報活動や報告

書のWeb上での公開、各ブロック資源評価会議上での各業界から意見聴取、全国資源評価会

議開催前のパブリックコメントの募集など、透明性の向上についてもかなりの進歩がみられ

た。その推進役となったのが水産庁漁場資源課時代の小松委員である。

5．資源評価調査10年で生じた新たな課題

以上述べてきたように、この10年間で進歩もみられた反面、我々が予期しなかった様々な

課題も生じている。

先ず、ABC決定プロセスの透明性が向上したり、ABCとTACの値が完全に一致しないまで

も徐々に狭まってくると、業界としても科学者にひとこと言わないと駄目だとなってきた。国

民からみれば業界と科学者が公開の席上で激しい論争を繰り広げるといった状況になってい

る。当然様々な意見が存在するから、透明性を確保する上で、それらの意見を門前払いするこ

とは許されない。それに答える義務が我々科学者にはある。ただ、ABCプロセスの透明性が

このように向上する一方で、TAC決定プロセスの透明性向上もバランス良く行われないと、

より一層の国民の理解を得ることは難しいのではないかと思われる。

もう一方で、ABCの値は管理の目標をどうするかによっても大きく変わってくる。例えば、

資源回復期間を5年、10年、15年と変えることでABCの値は大きく変わる。このように、管

理の考え方はABCの値に大きく影響を及ぼす。しかし、日本型TAC制度、すなわち強制力が
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乏しく、自主的管理に委ねるTAC協定制度を併用した日本型TAC制度の中では、行政、業界、

科学者間での管理目標の合意形成が重要であるということは資源学者の間でも盛んに論議され

ており、そのプロセスを如何に形成していくかが今後の課題といえる。

6．管理目標の合意形成に向けて

ではどうしたらよいかであるが、実は我々資源評価を担当する者も手を拱いているわけでは

ない。中期的管理目標について、既に水産庁の呼びかけで業界と科学者が意見交換を複数回行

っているが、残念なことに結果は平行線を辿っている。業界サイドは開口一番「科学者の言う

ことは信用できない」というところから始まるので、これでは合意に至るのは難しい。ただ、

合意形成を促す条件づくりがあるだろうと私は考えている。例えば、業界にも資源調査に一定

の役割を担ってもらうことがある。これは科学者のいうことが信用できないという業界の考え

方が根強くあるので、そうであれば自分たちの提供するデータも織り込んで資源評価をすれば

少しは業界のトーンも変わるのではないかということである。但し、これは我々が業界に擦り

寄るという意味ではない点誤解なきようお願いしたい。

それから、二番目として、数量だけではなく価格も考慮した提言をすることも合意形成を促

す条件の一つであろう。漁業も企業活動なのだから収益を追求する必要がある。しかし、これ

が短期的観点での収益性の追求であるのが問題なのであり、中長期的に収益を高めるというこ

とであれば、その方向は我々の提言内容に近づいてくることが期待される。その意味で、今後

我々が持っている資源動向モデルに新たに価格形成モデルを組み込んだシミュレーションをし

て、中長期的に最大収益が実現できる漁獲方策はどういうものなのかを漁業者に提言していく

ことが重要であると考えている。ただこれも水産経済分野の研究者が少ないこともあって実際

には難しいが、幸いにも、中央水産研究所は水産経済部という水産経済研究者の集団を擁して

いるので、この問題に取組むには我々が先鞭をつけなければと考えている。具体的には、今年

度（2007年度）から水産経済部との間で意見交換を行いながら、主にマサバをモデルケース

にこうした研究に取組んでいきたい。

以上で私からの講演を終らせて頂く。ご清聴に感謝する。

（2007年4月6日　第8回委員会）

－264－



－265－

＜資料＞



－266－



－267－



－268－



－269－



－270－




